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新たに発行された政令 :

2021年6月4日に、政府は2015年1月1日以前に投資が行われた、裾野産

業製品の製造に関して認証を取得したプロジェクトに対する法人税の優遇に関

する政令218/2013/ND-CP号を改正し、補足する政令57/2021/ND-CP

号(政令57)を発行しました。政令57は署名日（2021年6月4日）から有効

となります。

政令57の発行の背景

裾野産業製品を製造するプロジェクトに対する法人税の優遇税制は、2015年

1月1日に発行された法律71/2014/QH13号と裾野産業の開発に関する政

令111/2015/ND-CP号の下で導入されました。しかし、 当該優遇税制の適

用にあたり企業間で一貫性と公平性に課題が生じていました。

• 今回の政令57の発効は、政府および省庁、関連機関、経済界の努力の結

果と言えます。これは、法律71/2014/QH13号の発効以降、企業が長年

にわたって請願してきた当該優遇税制のボトルネックと障害が取り除かれること

になりました。 政府及び省庁は、経済界及び協会団体、外交機関の勧告を

真摯かつ積極的に受け入れ、企業の障害や困難を徹底的に取り除くため、

適切な修正案を考え出しました。

• 政令57の請願と開発の過程で、2017年以降、弊社は、裾野産業に属する
企業の優遇税制に関連する様々な深い洞察を公共メディア等で提供し、経
済界と政府と協力し、省庁や政府機関に助言を行ってきました。

本アラートでは 以下の内容を提供させていただきます。

政令57の対象およびインセンティブ期間決定の原則

弊社の見解

弊社からの提案事項

概要
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政令57の対象とインセンティブ期間決定の原則

政令57の対象

政令57の対象は、以下の3つのケースのうち、いずれか1つに当てはまり、2015

年以前の裾野産業製品を製造する投資プロジェクト (新規投資および拡張投

資) を有する、裾野産業プロジェクトの認証 (「SI 認証」※) を付与されている

企業が対象となります。

※「SI認証」を付与されるための条件、方法等については、当社にお問い合わせ

ください。

インセンティブ期間決定の原則

上記のいずれかのケースに属する企業は、SI認証発行後の課税期間から残存

課税期間に裾野産業製品を製造するプロジェクトから発生する課税所得に対

して、最も有利な条件の優遇内容を遡及的に適用できる可能性があります。

• 残存優遇税制期間の決定は、「数値控除」の原則に従います。つまり、裾

野産業優遇税制の条件下の免税、減税、優遇税率期間から他の条件下

の免税、減税、優遇税率期間を差し引いたものとなります。

(*) (免税や減税、 優遇税率がある場合）

政令57はまた、前述の3つのケースに残存優遇税制期間の決定に関する具体

例を提供しています。

過年度の過払い法人税の取扱い

政令に基づく優遇税制の移行条項を適用し、過年度の税務調査後の期間に

対し、法人税の減額と遅延利息の支払い（該当がある場合）による修正申

告を行うことで、企業が法人税の過払いの状態となる場合、企業は、税務管理

法第60条の規定に基づいて、税務当局に調整を行い、過払い法人税および

遅延利息を処理するよう要請する権利を有します。

政令57の対象となる３つのケース

ケース 1 – 2015年1月1日以前に裾野産業プロジェクトを投資したが、そ

の他の法人税の優遇税制の対象ではない企業

ケース 2 – 2015年1月1日以前に裾野産業プロジェクトを投資し、その他

の法人税の優遇税制を享受し、優遇条件が終了した企業 (

裾野産業優遇税制以外の優遇税制を適用する場合)

ケース 3 – 2015年1月1日以前に裾野産業プロジェクトを投資し、その他

の法人税の優遇税制を現在享受している企業 (裾野産業優

遇税制以外の優遇税制を適用する場合)

残存優遇税
制機関

＝
裾野産業優遇税制の
下での優遇期間(*) 

－
その他の優遇税制の下
での優遇期間 (*)
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弊社の見解

企業にとっての政令57とは？

現段階での政令57の発行は、裾野産業分野で事業を行う企業にとって大変有意義といえます。
当該政令の適用による節税は、Covid-19パンデミックの影響を受けて困難な状況にあり、通常の事業活動のためにより多くの財源を必要とする企業に資金を提
供し、その上、メカニズムと方針を改革し企業にとってより良いビジネス環境を作り出すための政策を通じて、企業からの政府への信頼強化に基づく事業の拡大をも
たらすことになるものと考えられます。

政令57を適用するために企業にとって必要なことは？

裾野産業製品を製造する企業で、特に2015年1月1日以前の裾野産業プロジェクトを有している企業は、必要なインセンティブを適用する手順を迅速に実行す
るために、企業が政令で定められた条件を満たすかどうか評価を支援する専門のタックスアドバイザーを利用する事を検討する必要があります。

裾野産業製品を製造する企業への推奨事項：

• 裾野産業分野の優遇税制の要件及び政令57の規制に対するプロジェクトの適格性を評価し、優遇税制の適用を最適化するために優遇税制申請の戦
略を立案する

• 適時に規制に準拠した優遇税制を適用するために、管轄当局である商工省や税務当局との間で必要な手続を実施する

• 優遇税制を十分に享受するために、プロジェクトの運営中に優遇税制の要件の充足を維持する
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弊社の提案事項

• 本アラートを通じて、裾野産業分野に属する企業に対する優遇税制を最適化する戦略的計画の立案に必要な情報を提供させていただきました。今後、弊
社はこの分野の法人税の優遇税制政策に関する最新かつ最重要な情報を継続的に提供させていただきます。

• 弊社では様々な優遇税制の取得支援経験を有し、その実践的な経験を活かして、裾野産業優遇税制に関して弊社ののGlobal Investment and
Innovation Incentives（GI3）グループが以下のサービスを通して皆様のビジネスをサポートさせていただきます。

• 裾野産業製品

優遇税制の申請 優遇税制のコンプライアンスアドバイザリー及びプランニング

• 優遇税制適用の可能性及び機会を
評価し、分析します。

• 優遇税制適用の最適化のための戦略
的計画の立案をアドバイスします

• 優遇税制の申請のロードマップをアドバ
イスします

• SI認証を取得するために、商工省への
申請書類の準備と手続をサポートしま
す。

• 税務当局と協力して、裾野産業分野
での優遇税制申請及び適用に係る
ルーリングの取得をサポートします。

• 付与された優遇税制を維持するため
に、プロジェクトの運用中のレビューを
サポートします。
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